
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、２２年４月１日現在の普通会計にかかる人数である。

(3) 特記事項

なし

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

別府市の給与・定員管理等について
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Ｂ／Ａ

人 件 費
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　　　　　　　　　　　％
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3,569,671

人　

一人当たり給与費

千円

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　　　　Ａ

千円

43,188,998

（参考）類似団体平均

歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（２２年度末） 　　　　　　Ｂ

実 質 収 支

区　　分

区　　分

　　　　　　　千円

120,069

人 　　　　　千円

929

22.1

　　　２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
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（５）給与改定の状況（別府市は人事委員会を設置していない）
①月例給

　　　　　　　

②特別給

　　　　　　　

２　一般行政職給料表の状況（平成２３年４月１日現在）

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２３年４月１日現在）

＊平均年齢は１０進法で表示している。

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

１０級

（単位：円）

（注）給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

－ －
１号給の
給料月額

390,100 402,500 424,600

９級

－ －243,700 309,200

366,200 413,000

５級 ６級

185,800

１級 ２級 ３級 ４級

356,400

222,900 261,900 289,200 320,600

296,500

365,631

310,706

383,167

区　　分

別府市

うち清掃業務員

うち給食調理員

大分県

345,732

314,615

358,742

類似団体

国

386,042

404,681

67

職員数

35

44.8

364,764

345,500

393,46847.3

283,862

区　　分

平均年齢

較差民間給与

○年度

最高号給の
給料月額

別府市

円

区　　分

公務員給与

A

％ ％

月○年度

― ―

B

円

349,166

325,70041.7

月 月

大分県

割合　　　　　　A

― ―

国 42.3

円

―

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラス
   パイレス比較した平均給与月額である。

422,07443.9

397,723

43.3

12643.1

公務員

平均給与月額
（国ベース）

391,830

―

平均給料月額 平均給与月額

327,205

351,861

377,980

380,131

７級 ８級

％

月 月

（　　　　　　　％）

（参考）

― ―

A-B

給　与　改　定　率勧　告

（改定率）

（参考）人事委員会の勧告

国　の　改　定　率

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の
　　支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。

平均給与月額

（国ベース）

区　　分

135,600

458,400 480,500

平均給料月額
平均給与月額

（A）

3,68949.5

―

432,199

328,000

―

336,925

366

55

39.8

331,947

50.6

月

年間支給月数

平 均 年 齢

人事委員会の勧告

民間の支給 較差

類似団体

国　の　年　間

支給月数　　　B A-B （改定月数）

公務員の 勧　告

支　給　月　数

321,662―

373,504
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　　　③教育職(高等学校)

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　④教育職（幼・小・中）

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　⑤消防職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、２３年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

（2) 職員の初任給の状況（２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

＊教育職大学卒は幼稚園教諭の初任給である。
　　高校教諭は、県教委が採用したものを、別府市が選考により採用。この場合の初任給は1997百円である。
＊平成20年4月から平成23年12月まで給料月額の2%（管理職は3%）カットを実施しており、（　　）内の数値はカット前の金額である。

―

(144,500)
円140,100 ―

―

円

―

199,700

円円

円―

―

円

類似団体

大分県

円
(178,800)

144,500

別府市

高　校　卒

中　学　卒

―

大　学　卒

円
141,610

円
(140,100)

円

円 円

円

――

円178,800 172,200
(178,800)

円 円

392,100

41.8 326,564 378,989

―

140,100

199,700

175,224

別　府　市 国

別府市

大分県

区　　分

― ―

(144,500)

類似団体

40.5 321,670

平 均 年 齢

46.6 404,555 443,424

類似団体

区　　　　　分

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額

43.8

329,80038.2

大　学　卒

一般行政職

高　校　卒

技能労務職

消　防　職

137,298

高　校　卒

大　学　卒

―

教　育　職
―

(144,500)

（国ベース）

平均給与月額

（国ベース）

340,317

403,891

392,100

351,138

451,868

平均給与月額

―

平均給与月額

451,868

45.3

平均給料月額

43.8 415,760

平均給料月額平 均 年 齢

455,880

321,520262,700

平均給与月額

141,610

175,224

35.4

区　　分

高　校　卒

別府市

141,610

大分県 ―

410,065

平均給与月額

―

―

（国ベース）

大　分　県

―

円

286,281

368,817

平均給与月額

円
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（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

１　当該階層別職員数が3人以下となる場合は、近似の階層を含めて記載し、近似の階層も該当職員が
　　いない場合には「―」で表示した。

４　一般行政職の級別職員数等の状況

（1) 一般行政職の級別職員数の状況（２３年４月１日現在）

（注）１　別府市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

98

　　　　　　　　％

375,918

　　　　　　　　人

事務員・技術員等

―

49

31

292,240

中　学　卒

264,208

49

―

高　校　卒

3

　　　　　　　　％

20.6

７　　級
50

　　　　　　　　人

0.6
部長・参事・次長等

次長・課長・参事・室長等

―

構成比

４　　級
　　　　　　　　％

標準的な職務内容

教　育　職

課長補佐・主幹・係長・主査・主査補等

大　学　卒

係長・主査・主任等

主任等

主事・技師等

１　　級

６　　級

５　　級

３　　級

253,007

２　　級

技能労務職

区　　　　分

高　校　卒

大　学　卒

　　　　　　　　％

高　校　卒

275,135

302,114

212,139

256,760

計

　　　　　　　　％

10.3

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

10.3

　　　　　　　　人
８　　級

6.5

課長補佐・主幹・係長・主査・主査補等

消　防　職

大　学　卒

高　校　卒

職員数

214,963

経験年数１０年

一般行政職

264,208

215,894

区　　分

　　　　　　　　人

52

30.1

10.9

10.5

　　　　　　　　％

経験年数２０年

―

―

358,414

―

経験年数１５年

―

　　　　　　　　人

―

143

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

313,992

―

407,680

475 100.0

―
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（注）平成１９年に９級制から８級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級を統合）

（2) 昇給への勤務成績への反映状況
　 昇給は、1月1日に、同日前１年間におけるその者の勤務成績に応じて行う。この昇給は、当該職員の勤務成

績について監督する地位にある者の証明を得て行わなければならない。この場合において当該証明が得られ
ない職員は昇給しない。

１級, 6.5% １級, 6.8% 
１級, 2.2% 

２級, 10.3% ２級, 12.3% 

２級, 4.7% 

３級, 20.6% ３級, 18.5% 

３級, 11.0% 

４級, 10.3% ４級, 10.7% 

４級, 15.6% 

５級, 10.9% ５級, 8.6% 

５級, 7.3% 

６級, 30.1% ６級, 29.8% 

６級, 6.5% 

７級, 10.5% ７級, 11.7% 

７級, 38.0% 

８級, 0.6% ８級, 1.6% 
８級, 13.4% 

９級, 1.3% 

0% 

10% 

20% 

30% 

40% 

50% 

60% 

70% 

80% 

90% 

100% 

平成23年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比 
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５　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（２２年度支給割合） （２２年度支給割合） （２２年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（２３年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分

（ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 5～15％ 役職加算 5～20％ 役職加算 5～20％

管理職加算 管理職加算 10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（2) 退職手当（２３年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　 定年前早期退職特例措置（２～２０％加算） 定年前早期退職特例措置（２～２０％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２２年度に退職した職員に支給された平均額である。

（自己都合には死亡による退職を含む。）

 (3) 地域手当

（２３年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

1,640
―

1.352.60

国

1.35

別　　　　　府　　　　　市

1.35 2.60

0.65 1.45

1,421

2.60

支給実績（２２年度決算）

１人当たり平均支給額（２２年度）

59.28

0.65

国

30.55

59.28

0

0

0.651.45

0

47.50

30.55

59.28

59.28

23.50 23.50

別　　　　　　　　　府　　　　　　　　　　市

41.34

2.60 1.35

41.34

1.45 0.65

1.45

33.50

18

国の制度（支給率）

18

支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算）

支給対象職員数

33.50

26,320

18

18

47.50

59.28

7,869

0

１人当たり平均支給額（２２年度）

支給対象地域

59.28

10％

大　　　　　分　　　　　県

東京都２２年度

２３年度 東京都

　 毎年６月１日及び１２月１日にそれぞれ在職する職員に対し、それ以前６ヶ月以内の期間におけるその者の
勤務成績に応じて支給する。

支給率
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 (4) 特殊勤務手当（２３年４月１日現在）

千円

　円

　％

感染症防疫作業従事手当 消防職員等 感染症の防疫等 １日300円

行旅病人の移送 福祉事務所職員 行旅病人移送業務 1件1,500円

行旅死亡・変死人収容業務手当 福祉事務所職員 行旅死亡人等取扱業務 1体3,000円

保健予防・指導従事手当 保健師等 健康指導等業務 1日100円

福祉事務所職員 社会福祉法に基づく業務 1日200円

し尿処理及びじんかい処理作業従事手当 清掃事業従事職員等 し尿処理じんかい業務 1日200円

犬猫等死体処理作業従事手当 清掃事業従事職員 犬猫等死体処理 1件240円

温泉供給施設維持補修業務従事手当 温泉事業従事職員 温泉泉源清掃等 1日100円

消防救急業務従事手当 消防職員 消防業務 1当務150円

救急業務従事手当（救急救命士有資格者） 消防職員 救急救命業務 1当務300円

道路舗装作業従事手当 土木作業員 アスファルト薬剤取扱業務 1日150円

市税等の徴収事務手当 税務職員 市税等徴収業務

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（２３年４月１日現在）
国の制度 国の制度と
との異同 異なる内容

222,550

0

52,431

円

千円 699,080

円

管 理 職 手 当
部長等月額69,000円　　　　　課
長等51,000円～62,000円

同

交通用具利用者 千円

円

49,948

（２２年度決算）

交通機関利用者　実費支給（限
度額55,000円）　　　　　　交通
用具利用者　（自家用車等）
3,800～10,900円

円

住 居 手 当
持家3,600円
借家限度額27,000円

異 持家利用者 153,094 円

379

左記職員に対する支給単価

支給実績（２１年度決算）

手当の種類（手当数）

44,508

同扶 養 手 当

配偶者13,000円　扶養親族１人
につき6,500円
特定期間加算5,000円（満16歳
～満22歳の子1人につき）

手　当　名

単 身 赴 任 手 当

164,024

102,818

354

千円

0 千円

平均支給年額

支給実績（２２年度決算）

主な支給対象業務

支給実績
（２２年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（２２年度）

職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算）

内容及び支給単価

手当の名称

滞納徴収金額の1000分の3
（上限30,000円）

10,771

職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算）

162,356

22.2

社会福祉事業従事手当
（現業・査察指導職員）

支給職員１人当たり

同

支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算）

通 勤 手 当

赴任先の距離に応じ23,000円
～68,000円

主な支給対象職員

77,439異

97,674

支給実績（２２年度決算）

千円
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６　特別職の報酬等の状況（２３年４月１日現在）

（参考）類似団体における最高／最低額

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分 月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

円

退職時給料月額×35/100×在職月数 円

（注） １　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

退職した日から起算し
て１月以内

592,800

609,700

865,000

給料月額等

912,600給
料

報
酬

副 議 長

議 員

議 員

366,600

620,000

備 考

期
末
手
当

議 長

副 市 長

512,100

　　（２２年度支給割合）

568,400

退職時給料月額×50/100×在職月数

2.95

21,902,400

議 長

1,030,000

副 市 長

670,000

区 分

退
職
手
当

12,722,640

760,000

副 議 長

副 市 長

市 長

市 長

757,300

　　（２２年度支給割合）

2.95

　　（２３年度支給割合）

2.95

420,100

338,800478,200

市 長
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７　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

業務完了及び非正規化に伴う減員

業務繁忙に伴う増員

保育士の非正規化

退職不補充

地籍調査増員

兼務発令に伴う減員

＜参考＞

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

退職不補充及び非正規化

退職不補充

＜参考＞

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

退職不補充

一時的欠員

＜参考＞

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

[   　1552        ］

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

下水道部門

小　計 159

60

161

その他 61

水道部門

主な増減理由

88.87

49.55

44.26

77.46

0

-1

61.30

11

0

1,067

908

18

0

82

合　　計

60

114

1,091

149152

89

171

930

[   　1552        ］

普
通
会
計
部
門

議会

消防部門

税務部門

一
般
行
政
部
門

教育部門

計

小　計

農林水産部門

民生部門

土木部門

商工部門

衛生部門

総務部門

労働部門

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

職 員 数

10

平成２２年 平成２３年

18

0

18

91

21

81

-22

21

595

20

610

142 -2144

176

-1

109

59

137144

-2

-24

-5

-3

-5

1

-2

-7

2

0

-15

-1

対前年
増減数
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（2)年齢別職員構成の状況（２３年４月１日現在）

　

～

(3)職員数の推移

（　単位：　人　・　％　）

( -11.9 ％)

( -10.9 ％)

( -0.7 ％)

( -10.1 ％)

( -5.4 ％)

( -9.4 ％)

（注）　１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

63 107

～

人

133

～ ～～

23歳

-111

-80

-21

-1

55歳

52歳

94

一般行政

１８年

60歳

130125

人

32歳 36歳

51歳35歳

48歳
～～

以上

人 人

56歳28歳

4

未満

公営企業等会計計

20歳

39歳

人 人

31歳

普通会計計

職員数

１９年 ２０年

区　分

20歳

人人

消防

～

44歳

83 1,067128 0

人 人人

24歳

27歳

計

119

人

59歳

81

43歳 47歳

～

40歳

人

～

２２年２１年 ２３年
過去５年間

の増減数（率）

教育

637 622 610 595

183 181

総合計

675 665

192 190

1,010 995

1,178 1,156

168

176 171

143 140 140 140 144 142

161 165 160 161 159

1,125 1,103 1,091 1,067

-102

-9

960 943 930 908

0% 

2% 

4% 

6% 

8% 

10% 

12% 

14% 

16% 

18% 

20% 

構成比 

５年前の構成

比 

% 
（例） 

年度 
部門別 

10



８　公営企業職員の状況
　(1)　上水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、２３年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

空欄としている事項については後日掲載予定。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２３年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）１　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

      ２　平均年齢は１０進法で表示している。

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（２２年度支給割合） （２２年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 5～15％ 役職加算

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（２３年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　　定年前早期退職特例措置（２～２０％加算）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定年前早期退職特例措置（２～２０％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額である。

職員給与費比率 ２１年度の総費用に占

総費用に占める

Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ

　質収支

区　　分 総費用 純損益又は実

2,219,400 323,294 500,984 23.0 23.0

める職員給与費比率

％ ％

（参考）市町村平均

Ａ  

　　　　千円 千円　 千円　
22年度

一人当たり給与費　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり区　　分

期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

28,113 126,256 6,110

　　　　給与費 　　B/A

千円人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

507,769

２２年度

362,100

6,443

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

82 346,615

1.35

別　　　　　　　　　　府　　　　　　　　　　　市 一 般 行 政 職

１人当たり平均支給額（２２年度） １人当たり平均支給額（２２年度）

1,710

2.60 1.35

23.50 30.55 23.50 30.55

別　　　　　　　　　　　府　　　　　　　　　　　市 一 般 行 政 職

47.50 59.28 47.50 59.28

33.50 41.34 33.50 41.34

0 7,869 26,32026,688

59.28 59.28 59.28 59.28

2.60

1,540

事 業 者

別 府 市 44.0 339,432

500,984

0.651.45

団 体 平 均 45.6

5～15％

535,892
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ウ　地域手当

なし

エ　特殊勤務手当（２３年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（２３年４月１日現在）

円

円

円

円

円

職員全体に占める手当支給職員の割合（２２年度） 70.7

手当の種類（手当数） ４種類

支給実績（２２年度決算） 933

支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算） 16,086

水道事業の使用料その他収入金の
滞納整理に従事する職員

水道料金等の滞納整理
徴収金額の1,000分の3
日額150円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

1回1,300円

危険手当 常時水質試験業務に従事する職員 水質試験業務 日額150円

停水手当 給水停止に従事した職員 給水停止業務 １件当たり200円

支給実績

支 給 実 績 （ ２ ２ 年 度 決 算 ） 10,171

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ２ 年 度 決 算 ） 136

支 給 実 績 （ ２ １ 年 度 決 算 ） 14,384

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ １ 年 度 決 算 ） 192

支給職員１人当たり
手　当　名 内容及び支給単価 （２２年度決算） 平均支給年額

一般行政職
の制度との異
同

一般行政職
の制度と異な
る内容 （２２年度決算）

扶養手当

配偶者13,000円　扶養親族
１人につき6,５00円　特定期
間加算5,000円（満16歳～
満22歳の子1人につき）

同 12,614 千円 242,577

70,161

同 7,112 千円 109,415

3,929

住居手当
持家3,600円　借家限度額
27,000円

千円同通勤手当

交通機関利用者　実費支給（限
度額55,000円）
交通用具利用者　（自家用車
等）3,800～10,900円

管理職手当
局長等月額69,000円　次長
等月額62,000円　課長等月
額51,000円～57,000円

同

緊急呼出手当
退庁後緊急に勤務を命ぜられた職
員

―

滞納整理手当

668,333

244,6251,957 千円夜間勤務手当

正規の勤務時間として午後
10時から翌日の午前5時ま
での間に勤務することを命
ぜられた職員に対して、そ
の間に勤務した全時間につ
いて支給

同

4,010 千円
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